
１　目的と背景

　質問紙調査を行うにあたっては，調査員が対

象者宅まで出向いて直接回答してもらう訪問面

接法から，質問紙を郵送して対象者自身に記入

を依頼する郵送法まで，さまざまな調査方式

（モード）が利用される。本稿ではそうした調

査方式の１種として，インターネットのWeb
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ページ上で質問に答えてもらうという，Web調

査を取り上げる。そして，しばしば行われるよ

うに外部の調査会社に委託するのではなく，フ

リーソフトウェアを利用して，研究者自身で

Web調査を実施する方法を紹介する（２節）。

その上で，この方法を用いて調査を実施した事

例を報告するとともに（３節），方法の有用性

について若干の検討を加えたい（４節）。

　本稿でWeb調査に注目した背景としては，

Web調査またはインターネット調査という用

語について，必ずしも正確でない印象が広まっ

ているのではないかという懸念がある。例えば
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Web調査という言葉から，ⅰWebページ上で

しばしば安易に行われているアンケートで，ど

んな人が回答したのか把握できず，しかも同じ

人が何度でも回答できるような形のものを思い

浮かべる向きもあるだろう。またはⅱ「モニタ

ー」や「パネル」と呼ばれる人々，すなわち調

査会社が確保している協力者群にしか回答して

もらえないもの，という印象があるかもしれな

い。あるいは仮に「モニター」以外の対象者に

回答してもらえるとしても，ⅲ質問の提示と回

答の保存ができるようなWebページを自分で

準備するのは難しいという印象もあるのではな

いだろうか。

　しかしⅰの問題は技術的に解決されている

し，ⅱについては単に，調査対象者の名簿を独

自に準備できれば，その対象者に回答を依頼す

ることができる。ⅲについても，独自の調査用

のWebページを，比較的容易な操作で準備で

きるようなフリーソフトウェアが複数開発され

ている。そこで本稿では，そうしたソフトウェ

アを用いてWeb調査を行う手順を紹介するこ

とで，これらの誤解を解消したい。というの

も，仮に同じ自記式である郵送調査からWeb

調査に切り替えれば，表１ａに示すようなWeb

調査の利点を享受できるようになる。実情に即
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さない悪い印象を取り払うことで，適切なWeb

調査の採用，すなわち表１ａに示す数々の利点

の活用に資することを目指したい。

　もちろんWeb調査には表１ｂに示すような

欠点もあり，とりわけ，インターネットを利用

できる人にしか回答してもらえないという点は

大きな制限である。インターネットの世帯利用

率はすでに９割を越えており（総務省 ２００９），

いずれこの点は徐々に問題にならなくなってい

く可能性があるが，現時点では注意が必要であ

る。筆者らはこの制限に合致する調査，すなわ

ち対象者全員がインターネットを使えると想定

できる調査として，立命館大学産業社会学部４

回生を対象とする調査を行った。これは社会調

査実習の一環として行ったものである。フリー

ソフトウェア「LimeSurvey」を用いたWeb調

査の事例として，本稿ではこの調査について報

告する。

２　LimeSurveyを用いたWeb調査

２．１　LimeSurveyとは

　Webページ上で対象者に回答してもらうた

めには，Web上で質問の提示や回答の保存を行

うためのソフトウェアが必要となる。こうした

表１　郵送調査と比較した場合のWeb調査の特徴

ｂ 欠点とされることａ 利点とされること

１．Webを利用できる人にしか回答できない
２．一般に回収率が低い
３．有効回答の確定が難しい
４．回答者のコンピュータリテラシーおよび
PC・Web利用環境のばらつき

５．システム障害の可能性
６．回答の制御・強制が起こりうる可能性
７．マルチメディアの誤用の可能性

１．郵送費用が不要になり廉価に行える
２．調査期間が短縮される
３．必要な労力が軽減され簡便に行える
４．自由回答型設問への回答が得られやすい
５．回答内容にもとづく多様な分岐を設計可
　　（自動誘導によって誤記入を回避できる）
６．調査票内でマルチメディアを利用できる
７．回答行動の電子的追跡が可能

※大隅（２００２）および大隅・前田（２００８）をもとに筆者らが取捨選択・要約して作成



用途のソフトウェア，それもフリーソフトウェ

アとして，我が国では池周一郎（２００４，２００６）

による先駆的な試みがある。このソフトウェア

は，使用法の詳しい解説（池 ２００６）を日本語で

読めるという点で利用しやすいものである。一

方で海外発のフリーソフトウェアである

LimeSurveyの場合，詳しい解説の和訳は不完

全で，英語版の解説にあたらざるをえないが，

機能の豊富さという点では一日の長がある。こ

うした状況を検討し，本稿ではLimeSurveyを

取り上げて，その利用方法と実際の利用例を紹

介することとした。

　LimeSurveyには非常に多くの機能が備わっ

ているが，筆者らが特に重視したのは以下の３

つの機能である。１つ目は，Web上で回答して

もらうというだけでなく，質問紙についても

Web上で作成できるという機能である。Web

ページ上の平易な操作で，どんな質問をどんな

順番で提示するのか，どんな条件で質問の分岐

を行うのかを指定できる。また，このWebペ

ージを使用する共同研究者の間では，自動的に

最新版の質問紙が共有されるので，共同作業に

も適している。さらに付け加えると，質問紙作

成に限らず調査の開始や打ち切りなど，基本的

にあらゆる操作がWeb上で行えるので，総じ

て扱いが容易である。

　２つ目は，それぞれの調査対象者に対して

「トークン」と呼ばれる個別の文字列を発行し，

トークンを持っている人の回答だけを受け付け

るという機能である。ここで言うトークンと

は，回答できる人を認証する一種のパスワード

のようなものと考えて良いだろう。調査対象者

のメールアドレスをLimeSurveyに登録すれば，

回答依頼や督促のメールを一括送信することも

できる。しかも，単にまったく同じ文面のメー
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ルを多く送るだけでなく，メール内に各対象者

の氏名やトークンを差し込むことができる。さ

らに調査開始後は，まだ回答していない対象者

だけに督促メールを送ることも可能である。

　また３つ目として，収集したデータの扱いに

優れている点がある。例えば，特定の対象者の

回答だけを一覧表示し，その同じ画面内で，必

要に応じて回答内容を修正することができる。

これは，データのクリーニングやエディティン

グを行う際には重宝する機能である。他にも，

全対象者の回答をR形式やSPSS形式といった，

ただちに統計ソフトウェアに読み込める形式で

出力することができる。スムーズなデータのク

リーニングや分析の開始を助けるという点で，

これらの機能も特筆に値するものであろう。

　なお，本稿ではフリーソフトウェアを使用す

ることにいくぶん固執しているが，これは決し

て経済的ないしは金銭的理由によるものではな

い。そもそもフリーソフトウェアとは「自由な

ソフトウェア」を意味する語で，このソフトウ

ェアの利用者には以下のような自由が与えられ

る（Stallman et al. ２００２＝２００３）。

１．ソフトウェアの処理内容を調べ，必要に

応じて修正や改良を行う自由

２．ソフトウェアに変更を加えずにそのまま

再配布する自由

３．ソフトウェアの改良版を配布する自由

内部でどのような処理を行っているのかチェッ

クできることや，学生に配布してもライセンス

の問題が生じないといったことも重要な側面で

あるが，それ以上に，これらの自由には大きな

意味がある。というのも学術研究においては，

詳細を調べて改良を行い，その成果を発表でき

るという上記の自由は必要不可欠なものであ

る。もちろん多くの場合，ソフトウェアは直接



の研究対象では無いかもしれない。しかし，新

しい調査方法や分析方法を試みる際には，実践

のためのソフトウェアについても研究・製作し

なければならない場合がある。その場合には，

他人の肩の上に乗ることを可能にする上述のよ

うな自由は，なかば必須のものであろう。本稿

ではこうした理由からフリーソフトウェアであ

ることについても重視して，LimeSurveyを選

択した。

２．２　インストールと管理

　LimeSurveyをインストールしてWeb調査を

行うためには，Webサーバーが必要である。す

なわち，公開したいページを特定のスペースに

置けば，それがWebページとしてインターネ

ットで公開されるようなサーバーないしスペー

スが必要になる。これは商用のレンタルサーバ

ーを間借りしても良いし，常時稼働していて，

なおかつ常時インターネットに接続している

PCを独自のWebサーバーとして使用すること

もできる。ただしレンタルサーバーを利用する

場合には，PHPとMySQLが利用できるサーバ

ーを選択する必要がある。現在では月額にして

１０００円程度の金額で，こうしたサーバーを利用

できるようである。

　Webサーバー上にLimeSurveyをインストー

ルする手順は，Web上に掲示板や訪問者数カウ

ンターを設置する手順と，とても似通ったもの

である。まずLimeSurveyのWebページから，

LimeSurveyの配布ファイルをダウンロードし

て解凍する１）。そして設定ファイルである

「config.php」を「メモ帳」等のテキストエディ

タで開き，管理者のメールアドレスとパスワー

ドや，使用するMySQLデータベースの情報な

どを記入する。そして，設定ファイルを含め
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て，LimeSurveyを構成するすべてのファイル

をWebサーバーにコピーする。あとは，コピ

ーしたファイルの一部について使用権限（パー

ミッション）を設定した上で，Webブラウザか

ら設定ページにアクセスすればインストールは

完了である。以上がインストール作業の概略で

あるが，個々の操作の詳細については，添付の

マニュアルを参照されたい。

　いったんインストールが終われば，以降の管

理作業はすべてWebページ上で行うことがで

きる。管理者の他に利用者ないしは共同研究者

がある場合には，それらの人が質問紙作成のた

めのページにアクセスできるように，専用のユ

ーザー名とパスワードを準備する必要がある。

これは管理画面で「ユーザーを作成」 ボタ

ンをクリックすることで行える。さらに，内容

が空の質問紙を管理者が事前に作成しておく

と，作業がスムーズに進むだろう。「新規アン

ケートを作成」 ボタンをクリックして，題

名だけを入力しておけば良い。そして，その質

問紙を編集する権限を各「ユーザー」に付与し

ておけば，準備は完了である。

　なお，LimeSurveyでは使用言語として日本

語を選択すれば，おおむね画面が日本語表示と

なるものの，ところどころ翻訳が不十分な箇所

が目につくかもしれない。特に，調査対象者の

目に触れるような部分では，不自然な翻訳は修

正しておくことが望ましいだろう。例えば

「Next」「Previous」が翻訳されずにそのまま表

示されるが，「次へ」「前へ」とした方が多くの

人にとっては分かりやすいだろう。また「No 

Answer」という選択肢が「わからない」と訳さ

れているのも，場合によっては修正が強く望ま

れる点であろう。翻訳を修正するためには

「Poedit」というソフトウェアを用いて，



LimeSurveyに付属の「ja.po」というファイルを

修正すれば良い２）。

　このように，仮に不完全な部分があったとし

ても，「小さな修理」を自分で行える点が，フリ

ーソフトウェアの重要な利点の１つである。フ

リー（自由）ではない商用ソフトウェアの場

合，メーカーに修正を依頼しても迅速に修正が

行われるとは限らないが，フリーソフトウェア

ならば直ちに自分で対処を行える。もちろん

LimeSurveyのようなソフトウェアを１から作

り上げるのは技術的にも労力的にも決して容易

でないが，このような「小さな修理」であれば

それほど難しくはない。したがって，もしもフ

リーソフトウェアの不具合に遭遇したときに

は，「メーカーに修正させなければ」といった，

商用ソフトウェアを使用しているときの発想か

らは距離を置くべきである。むしろ「自分で修

正できないか少し調べてみよう。もし上手く行

けば，その方法を公開することで，自分もこの

ソフトウェアに貢献できる」と考えたい。フリ

ーソフトウェアの理想（Stallman et al. ２００２＝

２００３）に近いというだけでなく，こうした考え

方は，実用・実利の面でも助けとなるだろう。
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２．３　質問紙の作成

　LimeSurveyのインストールが完了すれば，

以下のような操作によって質問紙を作成し，

Web調査を行うことができる。この部分は，

LimeSurveyを用いたWeb調査の様子を知る上

で重要な箇所と考えられるので，スクリーンシ

ョットを交えて紹介する。

２．３．１　グループ作成と基本的な画面構成

　LimeSurveyでは質問紙のことを「アンケー

ト」と呼び，アンケートに含まれる質問を必ず

グループ分けするようになっている。そのた

め，アンケート内にまず「グループ」を作成し，

その「グループ」内に質問を追加していく形に

なる。仮にグループ分けが必要ない場合でも，

必ず１つは「グループ」を作成する必要があ

る。

　実際の操作としては，まずLimeSurveyの管

理用Webページにアクセスして，ユーザー名

とパスワードを入力してログインする。ログイ

ン当初は画面に「管理バー」しか表示されてい

ないので，「管理バー」右側の「アンケート：」

部分で，編集する質問紙すなわちアンケートを

選択する。すると「管理バー」の下に「アンケ

ートバー」が表示される。

図１　LimeSurveyの基本的な画面構成



　ここで，「アンケートバー」右側の「新規グル

ープを追加」 ボタンをクリックして，「題

名」のところに適当な名前を入力することで，

新しいグループを作成できる。これによって，

「アンケートバー」の下に「グループバー」が表

示される。なお次回からは「新規グループを追

加」を行わずに，今作成したグループを選択す

るだけでよい。

　図１に示すように，上から順に「管理」「アン

ケート」「グループ」のバーが並ぶというのが，

LimeSurveyの基本的な画面構成である。次項

で述べる質問の作成を行ったり，既に作成して

ある質問を選んだりすると，さらに「質問バ

ー」が表示される。
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２．３．２　質問の作成と編集

　「グループバー」右側の「新規追加」 ボタ

ンをクリックすると，グループ内に質問を作成

することができる。「新規追加」画面の「コー

ド」の箇所には，他の質問と重複しない質問番

号を入力する。例えば「A班の１問目」という

意味を表す「A1」のようなコードを入力してお

けば，他の質問と同じコードにならなくて良い

だろう。もし番号が不揃いなのが気に入らなけ

れば，後から一気に番号をふり直すといった処

理も可能なので，ここで入力するコードを神経

質に考える必要は無い。次に「質問」の箇所に

は，例えば「あなたの性別を教えて下さい」と

いった質問文を入力する。最後に「質問のタイ

プ」を「性別」として，「質問を追加」ボタンを

図２　代表的な質問のタイプ



クリックすると，性別を尋ねる質問が作成され

る。

　質問を作成するときに，「質問のタイプ」を

選ぶことで，様々な種類の質問を設けることが

できる。代表的な「質問のタイプ」としては，

「性別」や「はい／いいえ」といったものをはじ

めとして，図２に示すようなものがある。な

お，タイプ名の末尾に「※」を付したタイプに

ついては，質問を追加した後，「質問バー」の

「回答編集」 ボタンをクリックして，選択肢

を追加する必要がある。図３のような画面が開

くので，選択肢を１つずつ追加していけばよ

い。なお，ここで入力する「コード」は選択肢

の番号となるので，ある程度慎重に設定する必

要がある。基本的には１，２，３といった半角

の数値を指定することが望ましい。

　ここで，「そう思う」「ややそう思う」…「そ

う思わない」といった，複数の質問で利用でき

る一般的な選択肢については，毎回図３の画面

で入力していては効率が悪い。そうした選択肢

については「ラベルセット」として保存してお

けば，複数の質問で使い回すことができる。

　ラベルセットの作成や編集を行うには，「管

理バー」の「ラベルセット」 ボタンをクリ

ックする。ラベルセットの作成や編集のために

は，専用のブラウザ画面（Window）を新たに

開くと便利だろう。ここで「新規追加」 ボ

タンをクリックすれば新しいラベルセットを作
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成できる。デフォルトでは言語が「英語」にな

っているので，これを日本語に変更してから，

ラベルセットの名前を設定して「追加」ボタン

をクリックする。あとは選択肢を追加していけ

ば良い。

　なお，いったん新規追加した質問について

は，「グループバー」の右の部分で，その質問を

選択することができるようになる。質問を選択

すると「質問バー」が表示され，「質問バー」の

「プレビュー」 ボタンをクリックすると，そ

の質問が対象者にどのように提示されるのか確

認することができる。あるいは，「アンケート

バー」の「テスト」 ボタンをクリックする

と，アンケート全体を確認することができる。

また，既存の質問に変更を加えたい場合には，

その質問を選択して，「質問バー」の「編集」

 ボタンをクリックすればよい。

　プレビューの際に，質問のタイプによっては

「Choose one of the following answers」といっ

た，対象者に提示する必要はないと思われる英

語のヒント類が表示される場合がある。こうし

た場合には，以下のように操作することで，ヒ

ント類を表示しないように設定できる。すなわ

ち，その質問の編集画面の最下部「質問の属

性」画面で，「Hide tip – hide_tip」を選択し，

右側の入力欄に「１」と入力し，「追加」をクリ

ックすれば良い。

　質問は追加した順に並んでいくが，この順序

図３　選択肢の編集画面



を変えたいときには，グループバーの「質問の

順序を変更」 ボタンをクリックする。これ

によって，グループ内で質問の順序を変更する

ための画面が表示される。また，グループが提

示される順序を変更したい場合には，同様にア

ンケートバーで「グループの順序を変更」 
ボタンをクリックすれば良い。

２．３．３　条件の設定

　例えば「将来結婚したいかどうか」を尋ねた

上で，「結婚したい」と答えた人だけにより詳

しく尋ねるといった分岐を行いたい場合は多い

だろう。LimeSurveyには分岐ないしは枝分か

れというような概念は無いのだが，個々の質問

に「条件」を設定することで，分岐と同じこと

を行える。

　そのためには，まず特定の人だけに答えても

らいたい質問を選択し，質問バーで「この質問

に条件を設定」 ボタンをクリックする。そ
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して図４に示すような操作を行う。これによっ

て図４の場合は，「質問０００３『結婚したいと思

うか』に『はい』と答えた人のみ」という条件

が，質問０００４「結婚後も仕事を続けたいか」に

設定される。これによって，結婚を希望する人

だけに，質問０００４「結婚後も…」を提示するこ

とができる。

　さらに，「はい」と答えた人だけでなく，「わ

からない」と答えた人に対しても，質問０００４

「結婚後も…」を提示したい場合は，図４の①

～④までの手順を繰り返せば良い。ただし③で

「はい」ではなく「わからない」を選択する。こ

うすると自動的に，「『はい』または『わからな

い』と答えた人のみ」という条件が設定され

る。

　このようにして作成した条件を「コピー」す

ることで，他の質問にもまったく同じ条件を適

用できる。結婚を希望する人にだけ答えてもら

いたい質問が複数ある場合には，上で作成した

図４　条件の追加



条件を，それらの質問にコピーすると便利であ

る。これを行うには，図４の①で示したボタン

の，右隣のボタンをクリックすると，コピーの

ための画面が表示される。

　LimeSurveyでは以上のような平易な操作に

よって質問紙を作成することができる。次節で

報告する社会調査実習は学部２回生を対象とす

るものであったが，受講生はおおむね不自由な

くLimeSurveyによる質問紙作成を行えたよう

である。

３　社会調査実習における活用事例

３．１　個人情報の取り扱い

　２．１節で述べたように，LimeSurveyには

回答依頼のメールを対象者に一括送信する機能

がある。しかもこの機能では，メール内に各対

象者の氏名やトークンを差し込むことができ

る。このメール送信機能は非常に便利なもので

あるが，この機能を利用するためには，対象者

の氏名とメールアドレスを含む名簿を，

LimeSurveyに登録する必要がある。これを行

った場合，LimeSurveyはWebサーバー上で動

作するソフトウェアであるから，当然，名簿も

Webサーバー上の非公開エリアに保存される

ことになる。

　一般に，Webサーバーが電子的な攻撃を受け

て，非公開エリアの情報が漏洩する可能性は低

い。クレジットカード番号のような，ただちに

金銭に結びつく情報が格納されていない場合は

なおさらである。しかし一方で，万一の場合に

は対象者の氏名とメールアドレスが流出し，そ

の結果として社会調査への信頼が失われること

が考えられる。もしそうなれば，そうでなくて

も進行していると言われる調査環境の悪化に拍
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車をかけてしまうことになるだろう。

　こうした点について検討した結果，筆者らの

調査実習においては，LimeSurveyのメール送

信機能を使用しないこととした。これによっ

て，Webサーバー上に保存される情報は，各対

象者のトークンと回答内容のみとなる。この形

をとることで，不測の事態が発生した場合で

も，損害を最小限に食い止めることを優先し

た。

　この形での調査を行うためには，以下のよう

な手順をとる必要があった。

１．氏名欄にはID番号，メールアドレス欄

には管理者のメールアドレスを入力した

ダミーの対象者名簿をLimeSurveyに登

録。

２．LimeSurvey上で「トークンの生成」を実

行。

３．LimeSurveyからトークン付きの名簿を

ダウンロードし，実際の氏名やメールア

ドレスが入力された名簿にトークンを追

加して，対象者台帳を作成。

４．対象者台帳を用いて，回答依頼メールを

手元のPCから送信。

５．調査開始後，LimeSurveyから各対象者

の回答有無をあらわすデータをダウンロ

ードして，対象者台帳に入力し，未回答

の対象者に督促を実施。

このような手順によって，対象者の氏名やメー

ルアドレスを含む台帳は，手元のPCでのみ扱

うことができた。また，この台帳については

USBメモリ内にのみ保存し，さらに必要な時に

だけ当該のUSBメモリをPCに接続すること

で，個人情報の扱いには万全を期すよう努め

た３）。



３．２　調査概要と回収状況

　筆者らは社会調査実習の一環として，立命館

大学産業社会学部４回生１１６８名を対象とする全

数調査を，２００９年１０月に実施した。調査方式

（モード）はもちろんWeb調査であるが，督促

を２度行ったうちの１度はハガキを利用してい

る。回答方式と異なる督促方式を用いている点

で筆者らの調査方式は，厳密には混合型調査方

式（mixed mode）と呼ばれるものである

（Groves et al. ２００４）。

　具体的には以下のように回答依頼と督促を行

った。まず１０月３日（調査１日目）に調査への

協力・回答を依頼するメールを対象者全員に発

送した。次に同月９日（調査７日目）に督促の

ハガキを発送した。連休をはさんだために，ハ

ガキの到着は１３日（調査１１日目）になったよう

である。そして同月２８日（調査２６日目）に最後

の督促をメールで行った。なお督促のハガキに

は，以下のような手書きメッセージを添えて発

送した４）。

お忙しいなかおそれいりますが，１０月２３日

（金）までにご回答ください。どうかよろ

しくお願いいたします。

産社２回○○クラス□□

またその他に，１５日（調査１２日目）には SNS
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「mixi」内の「立命館大学産業社会学部」コミュ

ニティ（掲示板）へ依頼文を投稿した。

　以上のような依頼と督促によって回収できた

質問紙の数を，１日ごとに集計したものが図５

である。当初の依頼・督促１回目・督促２回目

という３回の働きかけにちょうど対応する形

で，図５にも３つのピークが生じている。その

３つの中でも，ハガキを用いて行った１回目の

督促（１０月１３日）の効果が非常に大きかったこ

とをうかがえる。図５を見る限り，この督促に

よって，当初の電子メールによる依頼時よりも

大きな反応が得られたようである。そして，こ

れに比べると，電子メールによる２度目の督促

（１０月２８日）の効果は小さなものにとどまって

いる。

　調査全体を通じての有効回収数は３２６，有効

回収率は約２８％であった。これは決して良い数

字とは言えないが，まずまず善戦できたものと

筆者らは考えている。というのも，厳密な比較

対象としては扱いにくいものの，２年前の２００７

年に同じ学部で実施された「産業社会学部学生

実態調査」（立命館大学産業社会学部社会調査

士プログラム１０期生０３クラス ２００８）と比べて

も，顕著には回収率が低下していないためであ

る。「産業社会学部学生実態調査」では，ゼミ

図５　回収数の推移（１日ごと）



所属学生に対しては集合自記式で，ゼミに所属

していない学生に対しては郵送法で調査を行っ

た結果，４回生に注目した場合の有効回収率は

３０％であった５）。表１にも示したように，一般

にWeb調査の回収率は低いとされるが，今回

の筆者らの調査に関しては，集合自記式と郵送

法を組み合わせた調査と比べても，それほど大

きくは低下していないと言えよう。

　なお同じく表１に示したように，Web調査の

デメリットとされることとして，有効回答の確

定が難しいという点がある。対象者が質問紙の

途中で回答をやめてしまった場合，郵送調査で

あれば返送されないケースが多いであろうが，

Web調査では途中までの回答がサーバーに保

存される。そのためWeb調査では，部分的に

回答が得られた場合の扱いについて検討する必

要が生じる。

　筆者らの調査においては，対象者が一定数以

上の質問に回答していれば有効回答として扱う

という，単純な方策をとった。対象者全員に提

示された択一型の設問７６件の中に，いくつ無回

答があったかを数え，その分布を示したものが

表２である。こうした分布を見つつ，なるべく

多くの回答を分析に用いる方向で検討した。そ
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して，便宜的な数ではあるが３０以上の設問に回

答があれば，すなわち無回答が４６以下であれば

有効回答として扱うこととした。これによっ

て，対象者３２名の回答が無効となり，残り３２６

名の回答を有効回答として分析に用いた。どこ

までを有効回答とし，どこからを無効として扱

うのかは，調査では確かに難しい問題である。

現時点では，いくぶん便宜的にではあっても何

らかの基準を定め，それをもとに分類するのが

現実的な方策であろう。

４　Web調査活用の可能性

　本稿ではフリーソフトウェアを用いてWeb

調査を行う方法について紹介し（２節），実際

にその方法を利用した事例を報告した（３節）。

以下では，実際の利用事例にもとづいて，この

方法の有効性について若干の検討を加えたい。

もちろん限られた事例であるから，方法の有効

性について結論を出せるわけではないが，可能

な範囲で検討を行いたい。

　まず表１ｂでWeb調査のデメリットとされ

る点について，回収率については，工夫次第で

は郵送調査と同等の水準を維持できる可能性を

確認できた。具体的には，混合方式を採用し，

回答依頼ないしは督促を郵送で行うことで回収

率を改善しうる。電子メールでの依頼や督促と

異なり，ハガキというモノが手元に残ることの

効果，また実習受講生による手書きメッセージ

の効果は大きかったようである（図５における

１３日から２３日にかけての回収）。

　また有効回答の確定が難しいという問題につ

いては確かに厄介な点だが，現実的には多少便

宜的にでも基準を決めて，有効・無効の分類を

行わざるを得ない。そうだとすると，有効・無

表２　無回答数の分布

累積％％度数

１８.１６１８.１６６５　　０
８３.５２６５.３６２３４　１-１０
８７.１５３.６３１３１１-２０
８７.９９０.８４３２１-３０
９０.２２２.２３８３１-４０
９３.５８３.３５１２４１-５０
９４.６９１.１２４５１-６０
９４.９７０.２８１６１-７０
１００.００５.０３１８７１-７６

１００.００３５８合計



効を分けるような基準を，いくらか便宜的にで

も設定できるならば，この点は必ずしも大きな

障害とはならないだろう。

　このように考えると，調査方式（モード）と

してWeb調査を採用する際の深刻な障害とし

て残るのは，Webを利用できる人にしか回答で

きないという欠点である。これはいかんともし

難い問題である。しかし逆に考えれば，本稿で

報告した事例のように，この点をクリアできる

ならば，Web調査は有力な選択肢になりうると

いうことである。すなわち，第一に調査の対象

者全員がWebを利用しうること。そして第二

に，例えばハガキによる督促といった，混合方

式による回収率の向上を期待できることが望ま

しい。こうした条件が満たされる場合には，

Web調査の活用を検討する価値があると考え

られる。

　というのも，こうした条件が満たされるなら

ば，表１に示したWeb調査の数々の利点を享

受しつつ，欠点を極力押さえることができるだ

ろう。仮にハガキによる督促を行ったとして

も，郵送法で調査を行うことに比べれば，必要

な費用も労力もわずかなものですむ。また，多

額の費用を準備して外部業者に委託しなくと

も，LimeSurveyを用いれば，対象者に質問に答

えてもらうためのWebページを容易に作成す

ることができる（２節）。こうしたことから，

上に述べた特定の条件が満たされる場合に関し

ては，Web調査は総じて有用な調査方式である

と考えられる。また，Web調査を容易に実現で

きるLimeSurveyのようなフリーソフトウェア

は，価値あるものと言えよう。
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注
１） LimeSurveyは現在以下のURLから入手する
ことができる。http://www.limesurvey.org/な
お筆者らが用いたLimeSurveyのバージョンは
１.８２＋である。

２） Poeditはフリーソフトウェアで，現在は次の
URLから入手することができる。http://
 www.poedit.net

３） なお４および５の手順では，差し込みを行い
つつメールを一括送信するために，簡易ソフト
ウェア（Perlスクリプト）を製作した。ただ
し，必ずしも自作しなくとも，同じ用途の既製
ソフトウェアも少なくないようである。

４） いくつかの事情から記念切手を貼ることは断
念して，官製ハガキを利用した。なお手書きメ
ッセージ中の「産社」とは産業社会学部を指す
略語である。また「□□」は受講生の苗字であ
る。

５） 含まれる質問の数ないしボリュームという点
では，筆者らの調査と「産業社会学部学生実態
調査」とはほぼ同程度であった。なお筆者らの
調査では，後述するように，郵送法で実施して
いれば返送されていなかったような質問紙を有
効回答として扱っている可能性がある。そのた
め，実際の回収率の差はもう少し大きかったと
いう可能性も否定できない。
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Abstract: Among the various modes of survey data collection, the web survey has some notable 

advantages. It costs less, consumes less manual labor, can be completed more quickly, and 

gathers more responses for open-ended questions. In addition, questionnaire design is more 

flexible in the case of a web survey. We can utilize the automated branching of questions and 

multimedia data as stimuli. In spite of these advantages, the diffusion process of the web survey in 

academic fields has been slow. It appears that one reason for this slow diffusion is 

misunderstanding of aspects of this new technology. For example, you may have seen too many 

unreliable web surveys that allow anyone to respond, or allow one person to respond multiple 

times. Or you may assume that the practice of web surveys demands advanced computer skills or 

sufficient funding to consult commercial survey companies. In fact, today we are able to carry out 

our own web surveys using free software that does not require computer programming skills or 

exceedingly complicated operations. And in this way, we can collect responses only from targeted 

respondents. Thus, in the hope of increasing effectiveness of social survey researches by 

promoting appropriate adoptions of web surveys, the authors illustrate how to perform your own 

web survey using free software, report some details of an actual survey that utilized this method, 

and discuss its efficiency.
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